
証券コード　８３４４

山形市七日町三丁目１番２号

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 21,083 預 金 1,667,180

コ ー ル ロ ー ン 12,936 譲 渡 性 預 金 65,132

買 入 金 銭 債 権 14,229 コ ー ル マ ネ ー 5,000

商 品 有 価 証 券 23 借 用 金 49

有 価 証 券 598,415 外 国 為 替 56

貸 出 金 1,186,171 そ の 他 負 債 7,262

外 国 為 替 218 　 未払法人税等 101

そ の 他 資 産 6,283 　 リース債務 23

有 形 固 定 資 産 14,424 　 その他の負債 7,137

無 形 固 定 資 産 701 役 員 賞 与 引 当 金 10

繰 延 税 金 資 産 11,150 退 職 給 付 引 当 金 4,177

支 払 承 諾 見 返 14,475 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 174

貸 倒 引 当 金 △ 10,020 睡眠預金払戻損失引当金 110

偶 発 損 失 引 当 金 160

再 評 価に 係る 繰延 税金 負債 1,937

支 払 承 諾 14,475

負 債 の 部 合 計 1,765,728

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 12,008 

資 本 剰 余 金 4,939

 　資 本 準 備 金 4,932

　 その他資本剰余金 6

利 益 剰 余 金 86,278

 　利 益 準 備 金 7,076

　 その他利益剰余金 79,202

　　 別途積立金 75,020

　　 繰越利益剰余金 4,182

自 己 株 式 △ 769 

株 主 資 本 合 計 102,456 

そ の 他有 価証 券評 価差 額金 1,522 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 486 

土 地 再 評 価 差 額 金 874

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計 1,910 

純資産 の 部 合 計 104,366

資 産 の 部 合 計 1,870,095 負債及び純資産の部合計 1,870,095

中間貸借対照表 （ 平成２１年９月３０日現在 ）　

平成21年12月25日

株 式 会 社　山 形 銀 行
 取 締 役 頭 取 　長 谷 川 吉 茂

第１９８期　中　間　決　算　公　告
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（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

18,657

資 金 運 用 収 益 14,562

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 11,311 ）

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) （ 3,095 ）

役 務 取 引 等 収 益 2,881

そ の 他 業 務 収 益 620

そ の 他 経 常 収 益 591

16,310

資 金 調 達 費 用 2,057

( う ち 預 金 利 息 ) （ 1,547 ）

役 務 取 引 等 費 用 1,007

そ の 他 業 務 費 用 763

営 業 経 費 11,065

そ の 他 経 常 費 用 1,416

2,346

5

33

2,318

16

858

875 

1,442中 間 純 利 益

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 合 計

中間損益計算書

法 人 税 等 調 整 額

平成２１年 ４ 月 １ 日から

平成２１年 ９ 月３０日まで（ ）
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   記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

   商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 

   有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連

法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

   なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

   デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４． 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産（リース資産を除く） 

 有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建 物  ２年～30 年 

  その他  ２年～15 年 

（2） 無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期

間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（3） リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法

によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ

以外のものは零としております。 

５． 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等

監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、

過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当す

る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署

が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

（2） 役員賞与引当金 

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を

計上しております。 

（3） 退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方

法は以下のとおりであります。 

 過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により損益処理 

 数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌期から損益処理 

（4） 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中

間期末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（5） 睡眠預金払戻損失引当金 

 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に

応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（6） 偶発損失引当金 

 偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに備えるため、負担

金支払見込額を計上しております。 
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６． 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７． リース取引の処理方法 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属するものに

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８． ヘッジ会計の方法 

（1） 金利リスク・ヘッジ 

 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」と

いう。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについ

ては、ヘッジ対象となる預金、貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を個別に特定し評価しております。キャッ

シュ・フローを固定するヘッジについては、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金利インデックスおよび一定の金利改

定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ対象

とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性があると見なしており、

これをもって有効性の判定に代えております。 

 なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。 

 また、当中間期末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）を適用して実施しておりま

した多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基

づく繰延ヘッジ損益は、当該「マクロヘッジ」におけるヘッジ手段の残存期間にわたり費用として認識しております。 

 当中間期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は 588 百万円（税効果額控除前）であります。 

（2） 為替変動リスク・ヘッジ 

 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処

理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報

告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。 

 ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及

び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相

当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

９． 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る

控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

 

 

     注記事項 

     （中間貸借対照表関係） 

１． 貸出金のうち、破綻先債権額は3,678百万円、延滞債権額は21,470百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又

は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号

に規定する事由が生じている貸出金であります。 

   また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２． 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は1,294百万円であります。 

   なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延

滞債権に該当しないものであります。 

３． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,122百万円であります。 

   なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当し

ないものであります。 

４． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は32,566百万円であります。 

   なお、１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、

商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却または（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、

その額面金額は、9,721百万円であります。 

６． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券            ９７,０６５百万円 
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担保資産に対応する債務 

預       金   ２,７９９百万円 

コールマネー   ５,０００百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券61,552百万円を差し入れております。 

   また、その他の資産のうち保証金は367百万円であります。 

７． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され

た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実

行残高は、500,284百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が

493,340百万円あります。 

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来の

キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相

当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ

ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている

行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

８． 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額について

は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

  再評価を行った年月日  平成14年3月31日 

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に定める地価税法(平成3年法律第69号)

第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に

より算出した価額に基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って算出する

方法と、同法第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を併用。 

   同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額

の合計額との差額    ３,３９２百万円 

９． 有形固定資産の減価償却累計額      ２４,５５２百万円 

10． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する当行の保証債務の額は10,391

百万円であります。 

11． １株当たりの純資産額     ６１１円 ７４銭 

12． 銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率 12.95％（国内基準） 

 

（中間損益計算書関係） 

１． 「その他の経常費用」には、貸倒引当金繰入額937百万円および株式等償却241百万円を含んでおります。 

２． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した以下の営業用資産について、帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額23百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

        区  分     主な用途等      種 類      減損損失 

        稼働資産     営業店舗       土 地      23百万円 

   営業用店舗については、営業店ごと（ただし連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）に継続的な収支

の把握を行っていることから各店舗を、遊休資産については各資産をグルーピングの最小単位としております。本店、事務セン

ター、社宅、寮等については、独立したキャッシュフローを生み出さないことから共用資産としております。資産グループの回

収可能額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、資産の重要性を勘案し、主として「地価税法第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額」等に基づき算定しております。 

３． １株当たり中間純利益金額              ８円４６銭 
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（有価証券関係） 

 中間貸借対照表の「有価証券」のほか、｢商品有価証券｣並びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

    １． 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在） 

        該当ありません。 

    ２． 子会社･子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在） 

        該当ありません。 

    ３． その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年９月３０日現在） 

 
取得原価 

(百万円) 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

(百万円) 

株式 23,639 27,012 3,372

債券 459,820 464,117 4,297

国債 259,126 260,977 1,850

地方債 112,568 114,321 1,752

社債 88,126 88,819 693

その他 110,310 105,177 △5,133

合計 593,770 596,307 2,536

 （注）１．中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

 （注）２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表価額とする

とともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

 当中間期における減損処理額は、241百万円（株式241百万円）であります。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について中間期末日における時価が取得

原価に比較して50％以上下落している場合、及び、30％以上50％未満の下落率の場合で発行会社の業況や過去の一

定期間における時価の推移等を考慮し、時価の回復可能性が認められない場合であります。 

（追加情報） 

 変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にある

と判断し、当中間期末においては、合理的に算定された価額をもって中間貸借対照表計上額としております。これにより、

市場価格をもって中間貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は4,777百万円増加、「繰延税金資産」は1,910百万円

減少、「その他有価証券評価差額金」は2,866百万円増加しております。 

 変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ・フローを同利回りに基づく割

引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティーが価格決定変数であります。 

４． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額（平成２１年９月３０日現在） 

内 容 金額(百万円） 

満期保有目的の債券 

事業債 
 

10,391 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

子会社・子法人等株式 
 

   738 

その他有価証券 

非上場株式 

非上場外国証券 

その他 

 

1,327 

   0 

  145 

 

（税効果会計関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

 貸倒引当金損金算入限度額超過額   ３，３７７百万円 

 退職給付引当金損金算入限度額超過額   １，６７１ 

 有価証券償却損金算入限度額超過額   ２，１５２ 

 減価償却損金算入限度額超過額   １，０７６ 

 税務上の繰越欠損金    ３，１８１ 

 その他     １，８５３ 

繰延税金資産小計   １３，３１１ 

評価性引当額    △１，１４６ 

繰延税金資産合計   １２，１６５ 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金        １，０１４ 

繰延税金負債小計    １，０１４ 

繰延税金資産の純額   １１，１５０百万円 
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第１９８期 中 間 決 算 公 告 

 

山形市七日町三丁目１番２号 

株 式 会 社 山  形  銀  行 
取 締 役 頭 取    長 谷 川 吉 茂  

中間連結財務諸表の作成方針 

(１) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等    ７社 

 主要な会社名 

山銀リース株式会社 

山銀保証サービス株式会社 

やまぎんディーシーカード株式会社 

やまぎんキャピタル株式会社 

山銀システムサービス株式会社 

山銀ビジネスサービス株式会社 

やまぎんジェーシービーカード株式会社 

 

② 非連結の子会社及び子法人等 

 該当ありません。 

 

(２) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

 該当ありません。 

② 持分法適用の関連法人等 

 該当ありません。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

 該当ありません。 

④ 持分法非適用の関連法人等 

 該当ありません。 

 

(３) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日 ７社 
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　　中間連結貸借対照表（　平成２１年９月３０日現在　）　

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 21,150 預 金 1,665,896

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 12,936 譲 渡 性 預 金 60,152

買 入 金 銭 債 権 15,197 コ ールマネー 及び 売渡 手形 5,000

商 品 有 価 証 券 23 借 用 金 3,639

有 価 証 券 597,741 外 国 為 替 56

貸 出 金 1,175,013 そ の 他 負 債 13,256

外 国 為 替 218 役 員 賞 与 引 当 金 10

そ の 他 資 産 26,604 退 職 給 付 引 当 金 4,221

有 形 固 定 資 産 15,249 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 192

無 形 固 定 資 産 803 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 110

繰 延 税 金 資 産 12,083 偶 発 損 失 引 当 金 160

支 払 承 諾 見 返 22,276 利 息 返 還 損 失 引 当 金 86

貸 倒 引 当 金 △ 13,737 再評価に係る 繰延税金負債 1,937

支 払 承 諾 22,276

負 債 の 部 合 計 1,776,995

（純資産の部）

資 本 金 12,008

資 本 剰 余 金 4,941

利 益 剰 余 金 86,130

自 己 株 式 △ 769

株 主 資 本 合 計 102,310

その他有価証券評価差額金 1,521

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 486

土 地 再 評 価 差 額 金 874

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 1,909

少 数 株 主 持 分 4,346

純 資 産 の 部 合 計 108,567

資 産 の 部 合 計 1,885,563 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,885,563
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（単位：百万円）

22,386

14,596

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 11,332 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） ( 3,095 ）

3,671

3,524

594

20,026

2,084

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 1,547 ）

1,055

3,350

11,705

1,831

2,360

19

33

2,346

237

761

999

93

1,253

             平成21年 ４月 １日から

             平成21年 ９月 30日まで

中 間 純 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

少 数 株 主 利 益

金　　　　　　額科　　　　　　目

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

法 人 税 等 合 計

          中間連結損益計算書  

法 人 税 等 調 整 額

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

( )
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 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

１．会計処理基準に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当行の有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却見積額を期間により按分し計上しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ２年～30 年 

その他  ２年～15 年 

 連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法に

より償却しております。 

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結

される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

(ﾊ) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし

た定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価

保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

 「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協

会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類

毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻

懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、

債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

 連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた

額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当ててお

ります。 

(6) 役員賞与引当金の計上基準 

 役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計

期間に帰属する額を計上しております。 

(7) 退職給付引当金の計上基準 

 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

 過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により損益

処理 

 数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

(8) 役員退職慰労引当金の計上基準 

 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、

当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(9) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
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 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻

請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

(10) 偶発損失引当金の計上基準 

 偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への将来の負担金の支払いに備えるため、

負担金支払見込額を計上しております。 

(11) 利息返還損失引当金の計上基準 

 利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返還請求に備えるため、過去

の返還状況を勘案し、返還見込み額を合理的に見積もり計上しております。 

(12) 外貨建資産・負債の換算基準 

 当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(13) リース取引の処理方法 

 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。 

(14) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

 当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準

適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相

場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金、貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を

個別に特定し評価しております。キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、業種別監査委員会報告第24号

に基づき金利インデックス及び一定の金利改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取

引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘ

ッジ指定を行っているため、高い有効性があると見なしており、これをもって有効性の判定に代えております。 

 なお、一部の資産・負債については、金利スワップ等の特例処理を行っております。 

 また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15

号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体

で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、当該「マクロヘッジ」におけるヘッジ手段の残存

期間にわたり費用として認識しております。 

 当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は588百万円（税効果額控除前）であ

ります。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。以下

「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法に

ついては、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在す

ることを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

 連結される子会社及び子法人等はヘッジ会計の適用される取引は行っておりません。 

(15) 消費税等の会計処理 

 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

(16) 収益及び費用の計上基準 

 ファイナンス・リース取引に係る収益計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法に

よっております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は、3,792百万円、延滞債権額は21,806百万円であります。 

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以

下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから

ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は1,367百万円であります。 

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払い日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,154百万円であります。 

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

４． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は33,121百万円であります。 

 なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。 

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法

で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、9,721百万円であります。 

６． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券     ９７,０６５百万円 

その他資産       ２３９百万円 

担保資産に対応する債務 

預        金     ２,７９９百万円 

コールマネー及び売渡手形   ５,０００百万円 

借   用  金       １６０百万円 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券61,552百万円を差し入れております。 

 また、その他資産のうち保証金は369百万円であります。 

７． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、535,265百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期

に無条件で取消可能なもの）が528,321百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行並びに 連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及

び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお

ります。 

８．有形固定資産の減価償却累計額  ２５,０３１百万円 

９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第3項）による社債に対する保証債務の額は10,391

百万円であります。 

10．1株当たりの純資産額     ６１０円８８銭 

11．銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率 13.27％（国内基準） 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常費用」には、貸倒引当金繰入額1,115百万円および株式等償却241百万円を含んでおります。 

２． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落した以下の営業用資産について、帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額23百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

        区  分     主な用途等      種 類      減損損失 

        稼働資産     営業店舗       土 地      23百万円 

   営業用店舗については、営業店ごと（ただし連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）に継

続的な収支の把握を行っていることから各店舗を、遊休資産については各資産をグルーピングの最小単位としており

ます。本店、事務センター、社宅、寮等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産
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としております。資産グループの回収可能額は、正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、資産の重

要性を勘案し、主として「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」等に基づき算定しております。 

３．1株当たり中間純利益金額     ７円３５銭 

 

 

（有価証券関係） 

    中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年９月30日現在） 

                 該当ありません。 

 

２． その他有価証券で時価のあるもの（平成21年９月30日現在） 

 
  取得原価 

(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 

      評価差額 

(百万円) 

株式 23,690 27,058 3,368

債券 459,820 464,117 4,297

国債 259,126 260,977 1,850

地方債 112,568 114,321 1,752

社債 88,126 88,819 693

その他 110,310 105,177 △5,133

合計 593,821 596,354 2,532

注１． 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上した

ものであります。 

２．  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対

照表価額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）

しております。当中間連結会計期間における減損処理額は241百万円(うち株式241百万円)であります。 

 また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄について連結会計年度末日におけ

る時価が取得原価に比較して50％以上下落している場合、及び30％以上50％未満の下落率の場合で発行会社

の業況や過去の一定期間における時価の推移等を考慮し、時価の回復可能性が認められない場合であります。 

  （追加情報） 

 変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き売手と買手の希望する価

格差が著しく大きく、市場価格を時価とみなせない状態であると判断し、経営者の合理的な見積りに基づく

合理的に算定された価額をもって中間連結貸借対照表計上額としております。 

 なお、 市場価格を時価として算定した場合と比べて、「有価証券」は4,777百万円増加、｢繰延税金資産｣

は、1,910百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は2,866百万円増加しております。 

 変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来のキャッシュ･フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回りおよび同利回りのボラテ

ィリティが主な価格決定変数であります。 

 

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成21年９月30日現在） 

内 容 金額(百万円） 

満期保有目的の債券 

事業債 

 

10,391 

その他有価証券 

非上場株式 

非上場外国証券 

その他 

 

1,345 

  0 

 145 
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